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CSR方針２ 環境

環境データ（事業活動における環境への影響：2022年度）

2

エネルギー

INPUT

排ガス

OUTPUT

長谷川香料
研究所 / 本社

（支店 / 営業所含む）

製造

長谷川香料
深谷工場
板倉工場
製品

14,048 t

HBS*
ファインフーズ工場

製品
5,919 t

物流
（委託）

仕入先

顧客

原材料
香料原料
天然物原料
副原料

包装資材

2,069 t
12,074 t
5,665 t

2,190 t

エネルギー
電力
燃料

用水

エネルギー
電力
燃料

用水

158,942 GJ

139,322 GJ

504,172 ㎥

大気
CO２（スコープ 1+2）

NOX                     

SOX                      

廃棄物
排水

BOD
SS

1,795 t
0.5 t
0.0 t
145 t

16,762 ㎥
0.99 t 
1.97 t

大気

CO２（スコープ 1+2）

NOX

SOX

15,465 t
0.3 t
0.0 t

廃棄物

埋立廃棄物
5,747 t

0.0 t

排水

BOD
SS

417,566 ㎥
1.30 t
0.84 t

37,466 GJ

7,483 GJ

20,928 ㎥

（注）ESGデータブック2023に記載の事業年度は、特に断りの
ない限り前年の10月1日から当年の9月末日までを指します

*HBS：長谷川ビジネスサービス株式会社の略
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CSR方針２ 環境

環境データ（環境会計）

3

環境保全コスト（単体）

分類 主な取り組みの内容 投資額 費用額

（１）事業エリア内コスト 66,979 510,352

１ 公害防止コスト
脱臭設備の増設、排水処理設備改修
環境施設（排水、大気、臭気等）の適正運転

2,854 207,856

２地球環境保全コスト 省エネルギー対策 64,125 67,525

３ 資源循環コスト 廃棄物の有効利用促進 0 234,971

（２）上・下流コスト （注） （注）

（３）管理活動コスト 委員会活動、ISO14001の運用 0 83,000

（４）研究開発コスト （注） （注）

（５）社会活動コスト ― ―

（６）環境損傷対応コスト ― ―

合計 66,979 593,352

（注）上・下流コスト、研究開発コストは正確な把握が困難なため記載を省略しています

対象期間：2022年度 （単位：千円）

環境保全コスト及び環境保全効果 集計表
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（注）**上・下流コストに対応する効果、その他の環境保全効果については、正確な把握が困難なため記載を省略しています

環境データ（環境会計）

4

（注）*2022年度からは有価物を除き廃棄物のみの集計に変更しました

環境保全コスト及び環境保全効果 集計表

環境保全効果

効果の内容

環境保全効果を表す指標

指標の分類
指標の値（対前年増減）

単体 国内連結

(1) 事業エリア内コスト
に対応する効果

①事業活動に投入する
資源に関する効果

エネルギー ▲1,372 GJ ▲1,029 GJ

CO2 （スコープ1,2） ▲240 ｔ ▲187 ｔ

用水 ▲5,522 ㎥ ▲451 ㎥

②事業活動から排出する
環境負荷及び廃棄物に関する効果

大気排出
水域排出

自主規制値を設定し、
排出を管理した

廃棄物等の
排出

総廃棄物量（注）* ▲683 ｔ ▲640 ｔ

有効利用率 96.4 % 96.3 %

埋立廃棄物量 0 ｔ 0 ｔ

(2) 上・下流コスト
に対応する効果

事業活動から産出する
財・サービスに関する効果

― (注)**

(3) その他の
環境保全効果

輸送その他に関する効果 ― (注)**

対象期間：2022年度 （単位：千円）
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環境データ（エネルギー使用、CO2排出）

5

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・参照など）

生産量 ｔ 単体 事業年度 13,633 13,472 14,048 

エネルギー使用量 GJ 単体 事業年度 303,851 299,602 298,230 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

うち燃料 GJ 単体 事業年度 159,766 136,437 125,078 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

うち電力 GJ 単体 事業年度 144,085 163,165 173,153 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

エネルギー使用量
前年度比削減率

％ 単体 事業年度 ▲ 6.6 ▲ 1.4 ▲ 0.5

エネルギー原単位
原油換算

kl/ｔ
単体 事業年度 0.575 0.572 0.548 

・エネルギー消費量に密接に関係のある生産量で算出
・生産量1ｔ当たりのエネルギー消費量（原油換算kl）、組織内のエネルギー消費量を使用
・エネルギーの種類: 燃料（例：都市ガス、LPG）、電気

CO2排出量総量

(スコープ1,2)
ｔ 単体 事業年度 15,518 14,905 14,665 ・目標：2013年度(18,793ｔ)比 46％削減

うちスコープ1排出量 ｔ 単体 事業年度 8,681 7,442 6,873 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」

うちスコープ2排出量
マーケット基準

ｔ 単体 事業年度 6,837 7,463 7,792 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）

うちスコープ2排出量
ロケーション基準

ｔ 単体 事業年度 6,691 7,251 7,399 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）

CO2排出量原単位 ｔ/ｔ 単体 事業年度 1.138 1.106 1.044 
・CO2排出量に密接に関係のある生産量で算出
・生産量1ｔ当たりのCO2排出量（注：スコープ2 マーケット基準を使用）

エネルギー使用、CO2排出（単体）

（注）2021年度のCO2排出量関連データついては、再集計を実施した結果「ESGデータブック2022」の数値とは異なります

（注）2021年度、2022年度のCO2排出量については第三者検証を実施しています。詳細は本データブックの巻末をご覧ください
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CSR方針２ 環境

環境データ（エネルギー使用、CO2排出）

6

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・参照など）

スコープ3排出量 ｔ 単体 事業年度 116,650 115,143 135,029 

カテゴリ1 ｔ 単体 事業年度 106,214 104,454 124,296 

・国立環境研究所：購入者価格基準のグローバル環境負荷原単位
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ2 ｔ 単体 事業年度 4,344 4,381 3,527 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ3 ｔ 単体 事業年度 3,247 3,099 3,027 ・IDEAv2

カテゴリ4 ｔ 単体 事業年度 1,033 954 1,801 

・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ5 ｔ 単体 事業年度 861 795 846 

・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ6 ｔ 単体 事業年度 500 483 585 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ7 ｔ 単体 事業年度 393 918 888 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ8 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ9 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ10 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ11 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ12 ｔ 単体 事業年度 58 59 60 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ13 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ14 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

カテゴリ15 ｔ ─ ─ N/A N/A N/A

エネルギー使用、CO2排出（単体）

（注）N/A表示のカテゴリは算定方法検討中または対象外

（注）2021年度のCO2排出量関連データついては、再集計を実施した結果「ESGデータブック2022」の数値とは異なります

（注）2021年度、2022年度のCO2排出量については第三者検証を実施しています。詳細は本データブックの巻末をご覧ください
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環境データ（エネルギー使用、CO2排出）

7

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・参照など）

生産量 ｔ 国内連結 事業年度 19,419 19,516 19,967 

エネルギー使用量 GJ 国内連結 事業年度 352,087 344,243 343,214 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

うち燃料 GJ 国内連結 事業年度 182,354 158,681 146,805 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

うち電力 GJ 国内連結 事業年度 169,733 185,562 196,409 
・使用した変換係数の情報源：省エネ法換算係数
・組織内のエネルギー消費量に限る

エネルギー使用量
前年度比削減率

％ 国内連結 事業年度 8.2 ▲ 2.2 ▲ 0.3

エネルギー原単位
原油換算

kl/ｔ
国内連結 事業年度 0.468 0.455 0.443 

・エネルギー消費量に密接に関係のある生産量で算出
・生産量1ｔ当たりのエネルギー消費量（原油換算kl）、組織内のエネルギー消費量を使用
・エネルギーの種類: 燃料（例：都市ガス、LPG）、電気

CO2排出量総量
(スコープ1,2)

ｔ 国内連結 事業年度 17,913 17,447 17,260 

うちスコープ1排出量 ｔ 国内連結 事業年度 10,142 8,968 8,379 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」

うちスコープ2排出量
マーケット基準

ｔ 国内連結 事業年度 7,771 8,479 8,881 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）

うちスコープ2排出量
ロケーション基準

ｔ 国内連結 事業年度 7,631 8,244 8,436 
・計算に用いたガス：CO2

・使用した排出係数の情報源：電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）

CO2排出量原単位 ｔ/ｔ 国内連結 事業年度 0.922 0.894 0.864 
・CO2排出量に密接に関係のある生産量で算出
・生産量1ｔ当たりのCO2排出量（注：スコープ2 マーケット基準を使用）

エネルギー使用、CO2排出（国内連結）

（注）2022年度のCO2排出量については第三者検証を実施しています。詳細は本データブックの巻末をご覧ください



Copyright© T.HASEGAWA CO., LTD. All rights reserved ESG Data Book 2023

CSR方針２ 環境

環境データ（エネルギー使用、CO2排出）

8

(注) 2022年度のCO2排出量については第三者検証を実施しています。詳細は本データブックの巻末をご覧ください

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・参照など）

スコープ3排出量 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 136,693 

カテゴリ1 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 124,796 

・国立環境研究所：購入者価格基準のグローバル環境負荷原単位
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ2 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 3,527 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ3 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 3,436 ・IDEAv2

カテゴリ4 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 2,344 

・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ5 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 968 

・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

・IDEAv2

カテゴリ6 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 596 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ7 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 962 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ8 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ9 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ10 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ11 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ12 ｔ 国内連結 事業年度 ─ ─ 63 
・環境省サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver.3.2）

カテゴリ13 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ14 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

カテゴリ15 ｔ ─ ─ ─ ─ N/A

(注) N/A表示のカテゴリは算定方法検討中または対象外

エネルギー使用、CO2排出（国内連結）
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環境データ（大気汚染、水資源）

9

大気汚染、水資源（単体）

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

大気汚染
物質

SOx kg 単体 事業年度 0 0 0 

NOx kg 単体 事業年度 7,881 4,074 720 

総排水量 ㎥ 単体 事業年度 363,871 348,838 345,019 全て淡水

うち地表水 ㎥ 単体 事業年度 349,590 335,207 328,257 
生産拠点では所在地域の法令や条例等の排水基準内まで
浄化した水を河川放流

うち第三者
（地方自治体の処理施設等）

㎥ 単体 事業年度 14,281 13,631 16,762 

水質

BOD kg 単体 事業年度 1,257 1,678 2,225 

SS kg 単体 事業年度 1,030 1,559 2,712 

用水総使用量 ㎥ 単体 事業年度 463,648 441,691 436,169 
総使用量は取水量を指す。
検針票や請求書記載事項、生産部門は使用量計測値から収集。

うち上水道 ㎥ 単体 事業年度 164,566 156,748 155,629 

うち工業用水 ㎥ 単体 事業年度 133,190 125,918 129,433 

うち地下水 ㎥ 単体 事業年度 165,892 159,025 151,107 

水の総消費量 ㎥ 単体 事業年度 99,777 92,853 91,150 水の総消費量＝用水総使用量－総排水量

（注）大気汚染物質：VOC、HAP、POP、PMは該当なし
（注）2021年度の用水使用量は、関連するデータを再集計したため「ESGデータブック2022」の数値とは異なります
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環境データ（大気汚染、水資源）

10

（注）大気汚染物質：VOC、HAP、POP、PMは該当なし

大気汚染、水資源（国内連結）

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

大気汚染
物質

SOx kg 国内連結 事業年度 0 0 0 

NOx kg 国内連結 事業年度 7,978 4,158 795 

総排水量 ㎥ 国内連結 事業年度 448,652 435,292 434,328 全て淡水

うち地表水 ㎥ 国内連結 事業年度 434,371 421,661 417,566 
生産拠点では所在地域の法令や条例等の排水基準内まで
浄化した水を河川放流

うち第三者
（地方自治体の処理施設等）

㎥ 国内連結 事業年度 14,281 13,631 16,762 

水質

BOD kg 国内連結 事業年度 1,330 1,747 2,292 

SS kg 国内連結 事業年度 1,115 1,659 2,808 

用水総使用量 ㎥ 国内連結 事業年度 544,700 525,551 525,100 
総使用量は取水量を指す。
検針票や請求書記載事項、生産部門は使用量計測値から収集。

うち上水道 ㎥ 国内連結 事業年度 231,252 221,141 220,989 

うち工業用水 ㎥ 国内連結 事業年度 147,556 145,385 153,004 

うち地下水 ㎥ 国内連結 事業年度 165,892 159,025 151,107 

水の総消費量 ㎥ 国内連結 事業年度 96,048 90,259 90,772 水の総消費量＝用水総使用量－総排水量
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CSR方針２ 環境

環境データ（バリューチェーンを通した廃棄物の発生の概要）

バリューチェーンの上流 自組織の活動 バリューチェーンの下流

長谷川香料

HBS*

原材料
（P.2）

製品（P.2)

有害廃棄物
（P.12,13）

堆肥化
（P.12,13）

焼却（P.12,13）

エネルギー回収あり

エネルギー回収なし

埋立
（P.12,13）

埋立
（P.12,13）

再資源化
（P.12,13）

非有害廃棄物
（P.12,13）

焼却（P.12,13）

エネルギー回収あり

エネルギー回収なし

11

*HBS：長谷川ビジネスサービス株式会社の略
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CSR方針２ 環境

環境データ（廃棄物）

12

廃棄物（単体）

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・前提など）

有害廃棄物量 ｔ 単体 事業年度 3.7 0.5 3.1 スレート瓦、試薬類等

熱利用（エネルギー回収あり） ｔ 単体 事業年度 0.0 0.0 0.0 

熱利用（エネルギー回収なし） ｔ 単体 事業年度 3.7 0.3 3.1 

埋立 ｔ 単体 事業年度 0.0 0.2 0.0 

非有害廃棄物量 ｔ 単体 事業年度 6,041.7 5,993.0 5,307.8 植物残渣、排水汚泥、廃油、廃金属、段ボール、紙類等

再資源化 ｔ 単体 事業年度 1,041.4 1,072.6 233.9 

堆肥化 ｔ 単体 事業年度 4,105.0 4,069.7 4,245.5 

熱利用（エネルギー回収あり） ｔ 単体 事業年度 695.4 707.4 642.7 

熱利用（エネルギー回収なし） ｔ 単体 事業年度 199.9 143.2 185.7 

埋立 ｔ 単体 事業年度 0.0 0.0 0.0 

廃棄物発生量合計 ｔ 単体 事業年度 6,045.4 5,993.5 5,310.9 

有効利用量合計 ｔ 単体 事業年度 5,841.8 5,849.7 5,122.1 

有効利用率 ％ 単体 事業年度 96.6 97.6 96.4 

埋立廃棄物 ｔ 単体 事業年度 0.0 0.2 0.0 

（注）2020年度、2021年度の廃棄物は、関連するデータを再集計したため「ESGデータブック2022」の数値とは異なります
（注）2022年度からは有価物を除き廃棄物のみの集計に変更しました



Copyright© T.HASEGAWA CO., LTD. All rights reserved ESG Data Book 2023

CSR方針２ 環境

環境データ（廃棄物）

13

廃棄物（国内連結）

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度 補足情報 （使用した基準・方法・前提など）

有害廃棄物量 ｔ 国内連結 事業年度 3.7 0.5 3.1 スレート瓦、試薬類等

熱利用（エネルギー回収あり） ｔ 国内連結 事業年度 0.0 0.0 0.0 

熱利用（エネルギー回収なし） ｔ 国内連結 事業年度 3.7 0.3 3.1 

埋立 ｔ 国内連結 事業年度 0.0 0.2 0.0 

非有害廃棄物量 ｔ 国内連結 事業年度 6,706.4 6,531.4 5,888.7 植物残渣、排水汚泥、廃油、廃金属、段ボール、紙類等

再資源化 ｔ 国内連結 事業年度 1,319.8 1,314.0 458.1 

堆肥化 ｔ 国内連結 事業年度 4,430.4 4,342.2 4,575.1 

熱利用（エネルギー回収あり） ｔ 国内連結 事業年度 695.4 707.4 642.7 

熱利用（エネルギー回収なし） ｔ 国内連結 事業年度 260.8 167.8 212.8 

埋立 ｔ 国内連結 事業年度 0.0 0.0 0.0 

廃棄物発生量合計 ｔ 国内連結 事業年度 6,710.1 6,531.9 5,891.8 

有効利用量合計 ｔ 国内連結 事業年度 6,445.6 6,363.6 5,675.9 

有効利用率 ％ 国内連結 事業年度 96.1 97.4 96.3 

埋立廃棄物 ｔ 国内連結 事業年度 0.0 0.2 0.0 

（注）2022年度からは有価物を除き廃棄物のみの集計に変更しました
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CSR方針２ 環境

環境データ（化学物質）

14

PRTR法対象物質の排出・移動量

（注）PRTR法対象物質の排出・移動量データの報告年度は、当社事業年度と期間が異なります

工場 政令番号 物質名

2019年度
（2019年4月-2020年3月）

2020年度
（2020年4月-2021年3月）

2021年度
（2021年4月-2022年3月）

取扱量

(kg)

大気排出

(kg)

移動量

(kg)

取扱量

(kg)

大気排出

(kg)

移動量

(kg)

取扱量

(kg)

大気排出

(kg)

移動量

(kg)

深谷工場

12 アセトアルデヒド 3,782 0 0 3,983 0 0 3,794 0 0

28 アリルアルコール 1,193 0 0 - - - - - -

204 ジフェニールエーテル 1,868 0 0 1,293 0 0 1,663 0 0

207 2,6-ジ-ターシャリーブチル-4-クレゾール 3,849 0 0 2,583 0 0 2,409 0 0

232 N,N-ジメチルホルムアミド 1,539 0 1,514 2,731 0 2,591 1,000 0 963

300 トルエン 4,994 476 4,519 8,184 591 7,593 5,653 717 4,935

392 n- ヘキサン 36,819 1,407 31,329 32,332 1,119 28,119 42,944 1,502 37,217

399 ベンズアルデヒド 1,626 0 0 1,403 0 0 1,273 0 0

436 アルファメチルスチレン 2,902 0 0 2,902 0 0 - - -

板倉工場 392 n- ヘキサン - - - - - - 1,770 1,780 0
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（雇用形態別・地域別従業員数）

15

単位
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

グループ総従業員数 名 事業年度末 1,876 1,949 2,016

雇用形態別

正社員 名 事業年度末 1,636 1,692 1,774

常勤嘱託社員 名 事業年度末 72 70 69

臨時雇用社員 名 事業年度末 168 187 173

地域別従業員数 ─

日本

正社員 名 事業年度末 1,067 1,087 1,097

常勤嘱託社員 名 事業年度末 71 68 69

臨時雇用社員 名 事業年度末 74 75 69

米国

正社員 名 事業年度末 136 165 185

常勤嘱託社員 名 事業年度末 0 0 0

臨時雇用社員 名 事業年度末 19 32 18

アジア

正社員 名 事業年度末 433 440 492

常勤嘱託社員 名 事業年度末 1 2 0

臨時雇用社員 名 事業年度末 75 80 86

雇用形態別・地域別従業員数

（注）ESGデータブック2023に記載の事業年度末は、特に断りのない限り当年の9月末日を指します
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（男女別従業員数）

16

男女別従業員数

単位
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

国内グループ

正社員 名 事業年度末 1,067 710 357 1,087 719 368 1,097 718 379

常勤嘱託社員 名 事業年度末 71 56 15 68 52 16 69 50 19

臨時雇用社員 名 事業年度末 74 33 41 75 34 41 69 19 50

長谷川香料
（単体）

正社員 名 事業年度末 1,017 683 334 1,030 689 341 1,039 685 354

常勤嘱託社員 名 事業年度末 71 56 15 68 52 16 68 50 18

臨時雇用社員 名 事業年度末 60 27 33 66 29 37 63 18 45
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（年齢別従業員数）

17

単位
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・
方法・前提など）

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

国内グループ
従業員数
（一部含まず）

名 事業年度末 1,182 788 394 1,191 789 402 1,198 780 418 派遣社員含まず

30歳未満 名 事業年度末 152 91 61 148 90 58 153 85 68

30～50歳 名 事業年度末 665 437 228 670 440 230 659 435 224

50歳超 名 事業年度末 365 260 105 373 259 114 386 260 126

年齢別従業員数
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（採用、継続就業、離職の状況）

18

単位
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

日本

新卒採用 名 事業年度 24 15 9 14 7 7 15 7 8

キャリア採用 名 事業年度 21 14 7 33 23 10 33 20 13

アジア

新卒採用 名 事業年度 4 0 4 9 4 5 8 2 6

キャリア採用 名 事業年度 29 21 8 36 15 21 58 35 23

新規採用

（注）米国では新卒・キャリア別での採用は実施していません

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

平均勤続年数 年 単体 事業年度 17.2 17.5 15.2 17.3 17.7 16.3 17.3 17.8 16.4

離職の総数 名 単体 事業年度 11 6 5 13 9 4 15 11 4

離職率 ％ 単体 事業年度 1.0 0.8 1.4 1.2 1.2 1.1 1.4 1.5 1.1

継続就業、離職
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（女性、現地採用者の登用）

19

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

女性管理職数 名 グループ 事業年度末 78 84 89

女性管理職比率 % グループ 事業年度末 23.8 24.9 25.3

単位
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

海外グループ会社役員総数 名 事業年度末 28 30 41

現地役員数 名 事業年度末 3 3 6

現地役員比率 ％ 事業年度末 11 10 15

現地採用者の登用、地域コミュニティから採用した上級管理職の割合

女性の登用
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（障がい者雇用、労使関係）

20

障がい者雇用

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

団体交渉協定の対象となる
従業員の割合（母数：全従業員）

％ 単体 事業年度末 54.0 53.0 52.2

団体交渉協定の対象となる
従業員の割合
（母数：非管理職の正規雇用者）

％ 単体 事業年度末 95.3 95.3 94.4

労使関係

（注）2021年度の「団体交渉協定の対象となる従業員の割合（母数：非管理職の正規雇用者）」は、
再集計を実施した結果、「ESGデータブック2022」の数値とは異なります

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

障がい者雇用率 ％ 単体 事業年度末 2.45 2.52 2.40
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（賃金の状況）

21

範囲 月給（円）
東京都の最低賃金
との比較（%）

補足情報（使用した基準・方法・前提など）

地域最低賃金に対する
標準新人給与の比率

─ ─
東京最低賃金（2022年9月）：1,072円

1,072円×150時間＝160,800円

大学卒 単体 206,000 128.10
等級・コース別の給与制度となっており、同一資格等級での男女別・地域別格差はありません。

2022年4月初任給実績

大学院卒 単体 225,900 140.48
等級・コース別の給与制度となっており、同一資格等級での男女別・地域別格差はありません。

2022年4月初任給実績

新入社員の給与

2022年度
補足情報（使用した基準・方法・前提など）

平均年間給与（円） ①男性の平均給与（円） ②女性の平均給与（円） ②/①（%）

日本

正社員 7,258,542 7,939,305 5,883,668 74.1

非正規雇用労働者 4,574,073 5,180,854 3,303,624 63.8 注釈：常勤嘱託・非常勤嘱託・期間雇員

日本国内の男女別報酬の状況
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（育児・介護支援）

22

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

育児休業を取得した従業員の総数（男性） 名 国内グループ 事業年度 3 13 12

育児休業を取得した従業員の総数（女性） 名 国内グループ 事業年度 12 13 12

報告期間中に育児休業から復職した従業員の総数（男性） 名 国内グループ 事業年度 3 11 13

報告期間中に育児休業から復職した従業員の総数（女性） 名 国内グループ 事業年度 10 14 11

育児休業から復職した後、12ヵ月経過した時点で在籍している従業員の総数（男性） 名 国内グループ 事業年度 1 3 11

育児休業から復職した後、12ヵ月経過した時点で在籍している従業員の総数（女性） 名 国内グループ 事業年度 9 10 13

育児休業後の従業員の復職率（男性） ％ 国内グループ 事業年度 100 100 100

育児休業後の従業員の12ヵ月後定着率（男性） ％ 国内グループ 事業年度 100 100 100

育児休業後の従業員の復職率（女性） ％ 国内グループ 事業年度 100 100 100

育児休業後の従業員の12ヵ月後定着率（女性） ％ 国内グループ 事業年度 100 100 92.9

育児時短勤務利用者数（男性） 名 国内グループ 事業年度 0 1 1

育児時短勤務利用者数（女性） 名 国内グループ 事業年度 29 38 34

育児支援

単位 範囲
集計期間
集計時点

2019年4月－

2020年3月
2020年4月－

2021年3月
2021年4月－

2022年3月

介護休暇を取得した従業員の総数（男性及び女性） 名 国内グループ ― 22 21 23

介護休業を取得した従業員の総数（男性及び女性） 名 国内グループ ― 0 1 0

介護時短勤務利用者数（男性及び女性） 名 国内グループ ― 1 0 0

介護支援
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（安全衛生）

23

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

業務上死亡者数 名 単体 事業年度 0 0 1

休業災害件数 件 単体 事業年度 3 1 5 通勤災害を除く

不休災害件数 件 単体 事業年度 6 7 6 通勤災害を除く

休業災害度数率 ― 単体 事業年度 1.61 0.53 3.17 
通勤災害を除く
不休災害を除く

労働災害強度率 ― 単体 事業年度 0.0032 0.0048 3.9843 通勤災害を除く

職業性疾病度数率 ― 単体 事業年度 0 0 0

労働災害

単位 範囲 2019年4月－2020年3月 2020年4月－2021年3月 2021年4月－2022年3月

平均有給休暇取得日数 日 単体 11.8 10.5 11.7

有給休暇取得率 ％ 単体 63.6 56.8 62.7

過重労働防止
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（安全衛生）

24

事業所別人数及び安全衛生委員会設置の有無（2022年度末）

健康

範囲 本社 総合研究所 深谷工場 板倉工場 大阪支店 名古屋営業所 札幌営業所 合計

人数（名） 単体 244 335 330 243 12 4 2 1,170

安全衛生委員会
設置事業所

○ ○ ○ ○

単位 範囲
2019年4月－

2020年3月
2020年4月－

2021年3月
2021年4月－

2022年3月
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

定期健康診断受診率 % 単体 96.88 95.76 96.05 健康保険組合からのデータ（母数に休職者、海外出向者等を含む）

特定保健指導対象者率 % 単体 19.0 19.6 19.0 同上

特定保健指導完了率 % 単体 5.47 3.65 5.71 同上

ストレスチェック受検率 % 単体 99.3 98.8 98.7 
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（キャリア開発）

25

研修時間

研修費用

研修受講者数

2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

一人当たり年間研修時間
（時間）

12.9
人事部主催の研修の合計時間を
期末従業員数で除したもの

2022年度

参加人数（名） 男性（名） 女性（名）

経営幹部研修 16 15 1

マネジメント研修 23 18 5

新任管理職研修 27 17 10

ジュニアボード 11 8 3

中堅社員研修 34 19 15

社内セミナー 60 37 23

3年目研修 18 12 6

新入社員研修 13 7 6

ハラスメント予防研修
（e-ラーニング）

408 309 99

単位 範囲 集計期間 2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

一人当たり
年間研修費用

円 単体 事業年度 16,091 23,474 24,360 教育費の合計を期末従業員数で除したもの

単位 範囲
集計期間
集計時点

2022年度

業績目標における
評価面談の実施率

％ 単体 事業年度末 99.8

業績とキャリア開発に関して
定期的なレビューを受けている従業員の割合
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CSR方針３ 人権労働

人権労働関連データ（従業員持株会、人権）

26

従業員持株会

人権

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

従業員持株会
加入者数

名 単体 事業年度末 609 625 634

加入率 ％ 単体 事業年度末 56.0 56.9 57.3 母数：当期末従業員数

単位 範囲
集計期間
集計時点

2022年度
補足情報

（使用した基準・方法・前提など）

入社時内部統制研修（内容に人権を含む） ％ 単体 事業年度末 100 入社時、着任時（派遣社員も含む）

コンプライアンス研修 ％ 単体 事業年度末 100 新任管理職研修時

ハラスメント予防研修 ％ 単体 事業年度末 100 対象者：国内勤務の管理職（e-ラーニング）
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CSR方針５ ガバナンス公正な企業活動

ガバナンス関連データ
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ガバナンス コンプライアンス

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

機関投資家向け
説明会開催回数 回 単体 事業年度 2 2 2

IRスモールミーティング
個別ミーティング件数 件 単体 事業年度 56 51 76

投資家との対話

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

取締役数 名 単体 事業年度末 8 6 8

うち女性 名 単体 事業年度末 0 0 1

うち社外取締役 名 単体 事業年度末 2 2 3

監査役数 名 単体 事業年度末 4 4 4

うち女性 名 単体 事業年度末 1 1 1

うち社外監査役 名 単体 事業年度末 3 3 3

取締役会開催回数 回 単体 事業年度 11 12 11

取締役会決議事項数 件 単体 事業年度 44 48 51

取締役会報告事項数 件 単体 事業年度 35 45 48

監査役会開催回数 回 単体 事業年度 12 11 11

指名委員会の開催回数 回 単体 事業年度 1 4 1

報酬委員会の開催回数 回 単体 事業年度 1 1 2

単位 範囲
集計期間
集計時点

2020年度 2021年度 2022年度

内部通報件数 件 単体 事業年度 5 6 7

重大な
コンプライアンス
違反件数

件 単体 事業年度 0 0 0

コンプライアンス
関連研修実施回数

回 単体 事業年度 5 6 5

コンプライアンス
関連研修受講者数

名 単体 事業年度 499 469 530

重大な情報漏洩件数 件 単体 事業年度 0 0 0








